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《論　文》

１．はじめに

　沖縄県外からの資金流入を表す「県外

受取」２兆3,328億円のうち、駐留米軍関

係の占める割合は平成25年度で9.0％、

2,088億円に過ぎない。その倍を超える

19.2％、4,479億円の外貨を稼いでいるこ

とから１、「観光」が沖縄経済の基幹産業

であることに疑いの余地はない。沖縄に

おける観光振興はしたがって、地域経済

振興の側面が強くならざるを得ないだろ

う。経済振興である以上、目標変数はま

た観光の経済効果や雇用効果などの経済

効果となろう。沖縄県は、さらなる観光

振興を図るため、平成33年度までに８割

が「県外国内客」で２割が「外国人客」

で構成される1,000万人の入域観光客の

達成を目標に掲げている。平成21年度以

降、これに1,000万人の入域観光客数が、

一人10万円の消費で１兆円の観光収入の

実現を合わせた「第５次観光振興計画（以

下、「第５次計画」と略記）」を策定、施

行している２。表１は、その計画の主な経

済目標と、直近の平成27年度の実績を比

べたものである。表から、平成27年度の

沖縄観光は、入域観光客数が794万人（統

計が存在する昭和47年度は56万人）、観光

収入は6,022億円（昭和47年度は324億円）

へと拡大を続けていることがわかる。う

ち「外国人客」は167万人に達し、入域観

光客数全体の17％を占め、観光収入も全

体の17％の1,380億円に達するなど、近年

インバウンドが急増している。

　観光の経済効果の源泉は「観光収入」

である。観光収入は、１人当たり消費額

（つまり「単価」、以下省略）と客数の積

で表される。沖縄県も「第５次計画」に

おいて「観光収入」を最上位の目標に据

え、収入を構成する「単価」と「客数」

の増進を政策課題としている。再び表１

を見ると、観光収入は、6,022億円とほぼ

目標を達成しつつある（「外国人客」に至

っては、目標の121％の1,380億円）。しか

し、入域観光客数が同じく目標を103％実

現した794万人に増えている一方で（「外

国人客」に至っては139％達成の167万

人）、１人当たりの県内消費額は74,000円

で目標の94％に留まっている（「外国人

客」に至っては、目標の87％の83,000円

に過ぎない）。したがって、観光収入の増

加は主に、インバウンドを中心とした入

域観光客数の増加であって、１人当たり

の消費額の向上によるものではないこと
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「観光振興計画」の評価・検証法について
―沖縄県の「第５次観光振興計画」を例に―

目標 実績 達成率
入域観光客数

万人
760 794 104%

　外国人客数 120 167 139%
観光収入

億円
6,004 6,022 100%

　（外国人客）観光収入 1,140 1,380 121%
1人当たりの県内消費額

円
79,000 74,000 94%

　（外国人観光客）
　1人当たり消費額

95,000 83,000 87%

（出所）著者作成

表－１　「第５次計画」の目標と実績（平成27年度）
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がわかる。

　沖縄県は「１人当たり消費額」と「客

数」各々の変動がもたらす収入の違いに

無頓着である。やがて倒産は免れないも

のの、収入（売上）の倍増だけであれば、

質を無視し、単価（価格）を引き下げる

ことも経営戦略になり得る３。よって観光

収入の量的拡大は「客数要因」の変動に

よってもたらすことができる。一方で、

質的拡大は主に入域観光客の滞在日数

や、単価の変動によってもたらされると

言えよう。「第５次計画」の実現に向けた

ロードマップ（改訂版）において沖縄県

は４、平成28年度を「沖縄観光の質の転換

を実現する施策の集中実施（受入体制重

視への政策シフト）」の起点と位置付けて

いる。ならば沖縄観光もそろそろ、「１人

当たり消費額」と「客数」の変動がもた

らす収入の違いを踏まえた上で、観光振

興策を評価、策定して行く必要があろう。

　本稿は、まず両要因の積和である観光

収入の要因分解法を新たに提示する。そ

の上で、実際に「第５次計画」の評価を

試み、観光収入を対象とした新たな振興

計画の評価、モニタリング手法の提案と、

その実用性の検証を試みる。

２．分析結果

　観光収入を最上位の目標とする「第５

次計画」を、その構成要素である「単価

（単価要因）」と「入域観光客数（客数要

因）」の変動を踏まえ考察するには、これ

ら要因の積を分解する必要がある。

2－1　分析結果（１）：データから見た

「第５次計画」の実行可能性

　要因積を分解する前に、前章とは別の

視点から「第５次計画」の事項可能性を

検証する。まず、平成27年度の「県外国

内客」と「外国人客」の実際の構成比は

83：17であり、すでに「第５次計画」の

８：２の目標構成比を実現しつつある。

この構成比を基に算出した（加重）平均

が、７万6,000円の入域観光客の１人当た

り消費額である。しかし、この１人当た

り消費額では「第５次計画」の目標の

1,000万人の入域観光客数を実現しても、

観光収入は7,600億円で目標の１兆円に

は届かない。

　では、すでに達成しつつある「県外国

内客」と「外国人客」の目標構成比８：

２は維持しつつ、７万6,000円の１人当た

り消費額で、観光収入１兆円を達成する

ためにはどの程度の入域観光客数が必要

なのだろうか。算出するとその数は1,000

万人の目標より３割も多い1,319万人に

達することがわかる（図１参照）。この

1,319万人入域観光客を受け入れること

は可能だろうか。金城（2011）は、ツー

リズムが排出する二酸化炭素（以下、

「CO2」と表記）の直接排出量だけでなく、

原材料、半製品等の取引を通じ他産業が

排出する間接排出量もツーリズム由来の

CO2排出量を見なす形の CO2総排出量を

推計している５。推計からは、排出された

CO2の吸収には10万4,000haの森林が必要

であり、それは当時の沖縄県全体の森林

面積10万5,000ha に匹敵する規模であっ

たことが判明している。推計した平成12

年の入域観光客数は450万人程度だった

ことから、1,300万人強の入域観光客数を

実現した場合、ツーリズムの CO2排出量

の吸収のためだけでも、その約３倍、30

万 ha 以上の森林が必要となる。奇しく

も今年、温暖化もその一因とされる、海

水温の上昇による「珊瑚の白化」が問題

になった。ビーチ・リゾート沖縄にとっ

て「珊瑚」は貴重な観光資源である。こ

れら、並びに簡易かつ短絡の誹りを勘案

した上で、敢えて地表面積に換算し、環

境負荷の大きさと、原因となった地域や

主体の明示を目的とするエコロジカル・

フットプリントの考え方に基づけば、「第

５次計画」はすでに、沖縄観光の持続可

能性を損ないかねない計画へ変質してし

まったことがわかる。

　では逆に、入域観光客数1,000万人と

８：２の「県外国内客」と「外国人客」

の比率を維持し「第５次計画」を実現す

るのに必要な「外国人客」の１人当たり

の消費額を算出するとどうだろうか。

図１の横軸は、1,000万人の入域観光客に

占める「外国人客」の割合を表している。

図から、入域観光客に占める「外国人客」

の割合が２割の場合の「必要外国人単価

（万円）」は20万4,000円に上ることがわか

る。平成27年度の「外国人客」の１人当

たり消費額が８万3,000円に過ぎないこ

とを考慮すると、平成33年度までとは言

え、現状の倍以上の消費を「外国人客」

に期待するのは難しいと言わざるを得な

い。

　ならば、１人当たり消費額が「県外国

内客」と比べて大きい「外国人客」が目

標の1,000万人の入域観光客に占める割

合を上げればどうだろうか。図１の「必

図－１　「第５次観光振興計画」の実行可能性

出所）著者作成
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要外国人単価（万円）」のグラフから、「外

国人客」の割合を入域観光客の大半を占

めるまで引き上げれば、その額も10万円

強になり、当初の20万4,000円に比べ実現

可能な額に近づく（いずれにせよ、「県外

国内客」も「外国人客」も１人当たり消

費額が目標の10万円を超えない現状で

は、入域観光客を全て「外国人客」で賄

った場合でも、現状の８万3,000円では不

十分で、10万円まで引き上げなければな

らないが）。しかし、「外国人客」を、全

体の８割、９割まで上げることもまた困

難であろう。そもそも、街ですれ違う観

光客のほとんどが外国人という状況に沖

縄県民は慣れてもいないし、慣れるとも

考え難い。

　考察の結果、かなり現実離れの想定を

置かなければ、「第５次計画」の実現は難

しく、早急な改訂が必要なことがわかっ

た。また、平成27年度には2,000円上昇し

たものの、１人当たりの平均消費額が近

年まで横這いか、下降傾向にあった「県

外国内客」は計画の推進役とせず６、「外

国人客」にその役を担ってもらい考察を

進めた。では「県外国内客」の１人当た

り消費額は10万円、15万円と増えること

は本当にないのだろうか？

　そこで本稿では、要因積の分解法を考

案し、「観光収入」を、その変動要因であ

る「１人当たり消費額（単価）」と「観光

客数（客数）」に分解し、その動向を踏ま

えた上で「第５次計画」のより頑健な評

価を行う。評価を通じ、同手法が地域産

業振興の視点に立った「観光振興策」の

要と考えた場合、すなわち「観光収入」

の増大を目標に掲げた場合の中途での計

画の評価、改訂に有効であることも合わ

せて検証したい。

2－2　分析手法：要因積の分解法とは

　施行中の計画であることもあり、市町

村の観光振興基本計画や内閣府、観光関

連の民間団体の報告書などでの引用を除

き７、「第５次計画」の内容自体を評価・

検証した例はまだ見受けられない。たと

えば内閣府（2014）では、観光資源のPR

戦略等、ミクロの観光振興策の提言に続

き、項目③の前半で空港（滑走路）、中ほ

どで旅客船（クルーズ）ターミナル、後

半で道路を対象に更なるインフラの整備

の必要性を唱道している。その説明の過

程で「第５次計画」の平成33年度までの

入域観光客数1,000万人の目標値がイン

フラ増設の根拠として触れられている程

度である。国に限らず、市町村の観光振

興計画でも同様の傾向は見て取れる。た

とえば、沖縄県南部の八重瀬町の観光計

画では、第１章の第２項でやはり、この

「第５次計画」の目標値がそのまま紹介さ

れ、八重瀬町の観光を取り巻く概況とし

て沖縄県の「観光実態調査報告書」と共

に 抜 粋、添 付 さ れ て い る（八 重 瀬 町

（2014））。いずれの場合も振興計画そのも

のの評価はおろか、主旨に沿った視点か

らの言及すら行われていない。沖縄県は

一方「沖縄観光推進ロードマップ」を平

成28年に策定し、「第５次計画」の中途検

証を実際に行ってもいる。しかし、ロー

ドマップでも本稿の考察対象である平成

33年度時点での外国人客200万人、県外国

内客800万人、合わせて1,000万人の入域

観光数や、１人10万円の単価で総額１兆

円の観光収入といった目標値は変わって

いない。県全体のマスタープランである

以上、「第５次計画」に地域の観光振興計

画が依拠するには当然かもしれない。し

かし、マスタープランの見直しは本当に

不要だろうか。特に、前章での検証を通

じ、おおよそ実現が不可能となった計画

をマスタープランとし続けることは合理

的だろうか。

　計画の評価が進まないのは、入域観光

客数や単価の積である観光収入を、自治

体の職員などが評価する手法、しかも高

度かつ学術的な方法に偏らない比較的簡

便な方法を有していないことも大きな理

由のひとつであろう。その意味でも、本

稿で提示する要因分解法が、観光振興計

画を評価する端緒を拓くことになればと

考える。

　要因和の分解は、「成長会計」を筆頭に

原理の説明を含め多数存在する８。しか

し、客数と単価の要因積で表される観光

収入の要因分解は容易ではない。要因積

の分解法の例は、総労働時間（H）、就業

者数（E）等諸要因の積で表される一人

当たり実質 GDP（Y）を、対数化し要因

和に変換して分解した経済産業省（2013）

の『通商白書』や、「Diewert の２次補

題」を用い、要因積を近似値に分解した

金城（2009）の例がある。Diewert の２

次補題は、Taylorの２次近似を要因積に

適用したものである（Diewert、1976）。

観光をテーマにした要因分解というと主

成分や因子分析による観光地特性の要因

分解が一般的である９。他に訪日外国人需

要の決定要因を回帰分析の手法で分析し

たものがあるが10、観光収入が対象の例は

あまり見られない。回帰分析を用いる場

合もやはり、要因積を対数に変換し、分

解が容易な要因和の形に修正を施す方法

がある。対数変換により分解は容易にな

るが、各要因の寄与の大きさを実数で知

ることは難しくなる。また、回帰分析が

統計解析の一種である以上、分解の結果

には必ず推計誤差（残差）が生じる。よ

って、回帰分析で要因積を分解しても、

分解しきれない部分が残差として残る問

題は回避できない。Diewert の近似値で

あれば、残差も生じなければ各要因の寄

与の大きさも実数でも知ることができ

る。しかし近似値の原理は難解で、自治

体の職員などがその手法を計画の評価に

用いるのは容易ではないだろう。

　江崎他（1996）は、中国の各産業の技

術水準（全要素生産性）を求める際に、

本源的生産要素である資本と労働、なら

びに半製品、部品の指数積からなる要因

を、Diewert の原理よりもより簡単で、

かつ残差も生じない数量分析の手法で分

解する方法を考案した。同手法はただし、

多部門の産業別のデータを集積した「産

業連関表」という統計表を用いたもので

あった。同様の手法による観光を対象に

した要因分解の例はあるが、CO2排出量

などの観光と環境の関係を分析したもの

が多い11。本稿では、観光収入（単独）が

分解対象であるため、同手法の単独変数
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への応用を試みた。

　一見複雑に見えるが、以下の通り同手

法による分解は全て要因間の四則演算で

行われており、その原理は極めて平易な

ものである。また統計学をベースとしな

い数量分析であることから残差も生じ

ず、観光収入の変動を全て客数と単価の

変動に分解することができる。分析は

データが入手できる平成14年度から平成

27年度までの「観光収入」を対象に行う。

　③式の両辺をΔTTRt-1で割ると、観光

収入の変動（％）のうち、「単価要因」と

「客数要因」の変動が何％変化させている

かを示す「寄与度」が得られる。他方、

ΔTTRtで割ると、寄与度を「単価要因」

と「客数要因」の構成比の視点から見た

指標で、観光収入の変動率（100％）に対

する、各要因の影響度（変動分）の構成

比（％）を表す「寄与率」が得られる12。

「寄与率」は「寄与度」の要因別の構成比

を表し基本的に同じいものである。また、

対前年比で「単価要因」と「客数要因」

が１％ずつ増加した場合と、10％ずつ同

じ増加した場合でも、両要因の「寄与率」

は「50％：50％」とされてしまうため、

本稿では「寄与度」を用いて、観光収入

の要因分解を行う。

2－3　分析結果（２）：入域観光客全体の

観光収入の要因分解

　図２の棒グラフは、平成14年度から平

成27年度までの沖縄県の入域観光客全体

の観光収入の対前年増加率を示してい

る。観光収入の増加率はさらに、式③で

表される単価の変動によってもたらされ

る「単価要因」と、その数の変動によっ

てもたらされる「客数要因」の寄与度に

分解されている（以下、同じ）。よって、

図２の左から２つ目のグラフ、平成14年

度から平成15年度の観光収入の増加率は

たとえば、「単価要因」の変動による増加

率3.5％と、入域観光客数の増加率4.8％の

寄与度に分解され、それらを合わせた

8.3％が観光収入の増加率となっている。

図２の棒グラフ上下の囲み、下段の数字

は寄与率を表す（以下、同じ）ことから、

8.3％増加率のうち3.5％、つまり42％が

「単価要因」でもたらされ、4.8％、つま

り58％が「客数要因」によってもたらさ

れたことを意味する。よってたとえば、

平成15年度から平成16年度の観光収入の

増加率はマイナス2.1％（＝－2.9％（単価

要因）＋0.8％（客数要因））とマイナス

なので、観光収入の変動と同じマイナス

（下落）の値を示す「単価要因」の寄与率

は139％とプラス（同じ方向）である一

方、プラス（増加）の値を示す「客数要

因」の寄与率は逆にマイナス（逆の方向）

39％となっている。

　図２によれば、沖縄県の観光収入は平

成23年３月に発生した、東日本大震災の

痛手から早期に回復し、以降平成27年度

まで5.6％、12.0％、19.3％、そして12.7％

と順調に増加を続けている。しかし、要

因分解の結果をみるとこの間、「単価要

因」が「客数要因」の上昇による寄与度

を上回ったのは平成25年度から平成26年

度の一度しかない。寄与率を見るとその

一度の超越も、「単価要因」が51％で、「客

数要因」が49％の寄与によってもたらさ

れた結果であり、ほぼ拮抗している。

　一見順調で、実際に多くの施策担当者

がそう思っているであろう「第５次計画」

の進捗状況はむしろ、平成24年度のマイ

ナス1.5％から、平成25年度には0.9％と一

旦はプラスに転じ、さらに翌年にはプラ

ス9.9％にまで上昇した「単価要因」が、

計画導入４年目にして、プラス1.9％へと

図－２　「入域観光客」の分解結果

出所）著者作成
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急落する不幸な状況にあることがわか

る。

　分析期間を通して見ても、平成21年度

から平成22年度や、平成25年度から平成

26年度の例を除き、「単価要因」がプラス

に寄与した年は少なく、「客数要因」の寄

与に比べ小さくなる傾向がある。また、

たとえば平成14年度から平成20年度のよ

うに、「単価要因」の寄与率は年ごとにプ

ラス、マイナスが入れ替わるなど極めて

不安定な様相を呈していることがわか

る。逆に、「客数要因」は平成13年度から

平成14年度や平成20年度から平成21年

度、そして平成22年度から平成23年度を

除き、一貫（安定）して沖縄観光の収入

の増加に寄与したことがわかる。

　「第５次計画」の実現に向けた観光推進

ロードマップ（改訂版）によれば、沖縄

観光は平成28年度から「沖縄観光の質の

転換を実現する施策」の集中実施を開始

することになっている。しかし、その前

年の平成27年度の要因分解の結果を見れ

ば「単価要因」の寄与が小さいことから、

質的要因の寄与は早くも失速し、従来と

同じ「客数要因」、すなわち量的要因で、

12.7％の一見高い観光収入の増加がもた

らされたことがわかる。したがって、要

因分解を施し、観光収入の変動の深層を

見る限り、沖縄観光は平成28年度に量か

ら質への転換を始めることができるか甚

だ疑問である。

2－4　分析結果（３）：外国人客の観光収

入の要因分解

　図３は、「第５次計画」の実現に向け主

たる牽引役が期待されている「外国人客」

の観光収入の増加率を要因分解した結果

である。「外国人客」の場合もやはり観光

収入全体と同様、平成23年の東日本大震

災の影響から早々に回復している。また

倍増し続ける最近のインバウンドの傾向

を受けて平成23年度から平成24年度は

36％、平 成 24 年 度 か ら 平 成 25 年 度 が

107％、平成25年度から平成26年度が

80％、そして直近の平成26年度から平成

27年度は62％と、その観光収入は高率で

増加し続けている。この事実をもって沖

縄県は、「外国人客」を沖縄観光の牽引

車、「第５次計画」実現のキーと見ている

が、果たしてその期待は適うのだろうか。

　前章で見たように、「第５次計画」実現

のためにはたとえば、外国客の単価を現

在の８万3,000円から20万円3,608円まで

大幅に引き上げなければならない。しか

し、高率で増加し続けているように見え

る「外国人客」の観光収入だが、図３か

ら「単価要因」の寄与率は、平成24年度

から平成25年度に23％から32％へ上昇し

たものの、翌平成26年度には24％へ下降、

さらに翌年の平成27年度にはとうとうマ

イナス９％で、観光収入を減らす要因へ

と転じている。一方、図３から「客数要

因」の寄与率は、平成24年度から平成25

年度に77％から68％へ下降しているもの

の、翌平成26年度には76％へ再び上昇し、

さらに翌年の平成27年度には109％と、観

光収入を大きく引き下げる要因で有り続

けている。

　すなわち、「外国人客」の場合でも「第

５次計画」実施わずか４年で、１人当たり

消費額が観光収入を引き上げる力は急速

に失われ、入域観光客数の増加がそれを

大きく補うことで、観光収入の増加を実現

するといった、従来から「県外国内客」で

顕著に見られて来た、沖縄観光の成長の

姿に逆戻りしていることがわかる。

　平成14年度からの分析期間を通して見

ても、横軸より上（プラス）側に位置す

る「客数要因」により観光収入が増加し

た年が多いことがわかる。これに比べ、

「単価要因」は年により図３の横軸の上下

を頻繁に移動し不安定である。かつ、横

軸より上側にあり、観光収入の増加を押

し上げたケースでも、平成22年度から平

成23年度の107％や、平成25年度から平成

26年度の33％のように、寄与度（変動）

の大半の要因となっているケースは稀

で、多くの年度でやはり「客数要因」が

観光収入増加の大きな要因となっている

ことがわかる。

2－5　分析結果（４）：県外国内客の観光

収入の要因分解

　一方図４は、「県外国内客」の観光収入

の増加率を要因分解した結果である。「県

外国内客」の場合もやはり、平成23年の

東日本大震災の影響から早々に回復し、

平成23年度から平成24年度には、マイナ

ス6.7からプラス4.3％に急速に回復して

いる。さらに、平成24年度から平成25年

度はプラス6.4％、平成25年度から平成26

年度はプラス12％、ただし直近の平成26

年度から平成27年度は急激に減少しプラ

ス3.3％となったものの、引き続き増加を

続けている。

　強調すべきは、「外国人客」の要因分解

図－３　「県外国内客」の分解結果

出所）著者作成
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の結果を示す図３との対比からわかる。

図３と図４を遠目に比較すればわかり易

いが、「外国人客」の観光収入の変動にお

ける「単価要因」の寄与の方が頻繁に横

軸より上方に「県外国内客」の「客数要

因」の寄与の方が下方に位置しているこ

とがわかる。すなわち、これまでの観光

収入の増加において、「客数要因」の変動

がもたらした部分は実は「外国人客」の

方が大きく、「県外国内客」の方が小さい

ことがわかる。「単価要因」の寄与につい

ては、「県外国内客」の場合もやはり図４

の横軸の上下を頻繁に移動し不安定であ

る。しかし、寄与率が68％の平成25年度

などのように、横軸より上側にあり、観

光収入の増加を押し上げたケースの効果

は、「外国人客」より「県外国内客」の方

が大きいようにも見える。また、平成26

年度から平成27年度の直近の「単価要因」

の寄与率を見ると、「外国人客」のそれが

マイナス６％に転じる一方で、「県外国内

客」は「2.0％」とプラスのままであり、

「客数要因」増加による寄与率の1.3％を

上回ってもいる13。

　いずれにせよ、要因積の分解の結果か

らは「第５次計画」の実現のために「単

価要因」の上昇、よって質的要因の改善

を期待できるとすれば、それは「外国人

客」ではなく、むしろ「県外国内客」で

はないか、あるいは「外国人客」にその

役割を担ってもらうことはすでに不可能

であることがわかる。

３．おわりに

　本稿執筆の直接の切掛けは、平成28年

度の観光推進ロードマップ（改訂版）で

も唱っているものの、一向にその兆しが

見えない沖縄観光の「量から質への転換」

が可能かの検証にあった。くわえて本稿

では、転換が不可能であれば、それはな

ぜなのか、ひいては、各地の観光振興計

画を評価・検証する簡便だが実効性の高

い手法の考案を試みた。具体的には、観

光振興計画の主要目標指標である観光収

入の変動を、「消費単価（単価要因）」と

「入域観光客数（客数要因）」の変動へ分

解する方法を考案した。

　要因積の分解を行わずとも、1,319万人

の入域観光客をもってせねば実現できな

い、あるいは、８：２の「県外国内客」

と「外国人客」の構成比と1,000万人の入

域観光客数の目標を堅持するならば、「外

国人客」一人当たり消費額を20万3,668円

まで引き上げなければならないことなど

から、「第５次計画」はほぼ実現不可能

で、そうなった原因の検証と改訂を急が

なければならないことが明白になった。

　しかし、要因積の分解法を適用し、精査

した結果、「第５次計画」の期間だけでな

く、これまでも沖縄県の観光収入を引き上

げてきたものは主に、入域観光客数の増加

に代表される「量」的拡大であり、単価の

増減に端的に表れる「質」的拡大は不安

定で規模も小さいことがやはり明白にな

った。またその傾向は、沖縄県が単価すな

わち「質」的拡大の牽引役として期待する

「外国人客」において実は顕著であったこ

とを施策者は驚きと共に受け止められな

ければならないだろう。別な言い方をすれ

ば、「第５次計画」を立案し、「量から質へ

の転換」を目指し沖縄県が取り組んできた

数々の取組は残念ながら、功を奏していな

いと言わざるを得ない。

　要因積の分解法はこのように、観光振

興計画が進行する途上で状況の把握、す

なわちモニタリングに力を発揮する。継

続して同手法を適用して行けば、実現に

向けた諸策が功を奏しているか、計画が

望ましい方向へ進んでいるかの検証が可

能となる。検証が可能であれば、計画の

修正もまた可能になる。沖縄県の「第５

次計画」の場合もしたがって、時期を得

た「モニタリング→修正」の可能性を開

いたことにあると言えよう。

　「第５次計画」の早急な改訂が必要なこ

とは明白であるが、計画と結果の齟齬は他

の地域、あるいは日本の観光振興計画にも

見られる現象であろう。観光客だけでな

く、地域に暮らす人々にとってその自然、

社会資源の保全は特に重要な課題であ

る。貴重な資源に過度な負荷を生じさせな

いためにも、観光振興計画の成果が時々に

「質と量」の観点からどちらに傾斜しつつ

あるかのモニタリングはより重要であろ

う。本稿で提示した「要因積の分解法」は、

この「量的要因」と「質的要因」のどちら

が今優勢なのかの検証する上で有効な手

法となるものと思われる。
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げている。
３　�このような考え方を「売上（収入）至

上主義」と言う。リッカー（ミシン・

メーカー）や白元等、費用（コスト）

意識の欠如による収益悪化により、倒

産に至った企業の例は少なくない。
４　�『沖縄県観光推進ロードマップ【改訂

版】』参照。
５　�当事者の直接利用だけでなく、交易と

通じた他者の分も、当事者の使用と考

える点で、食料輸入国（消費国）が、

自身でその輸入食料を生産した場合に

必要な水の量もその国の使用量とカウ

ントする「バーチャル・ウォーター」

の考え方に近い。CO2負荷と土地使用

負荷（面積）に換え沖縄観光の環境負

荷を分析した同様の例に伊佐（2007）

がある。
６　�たとえば平成25年度の１万8,635円が

平成27年度には、２万3,586円に急増し

ていることから、「県外国内客」の１人

当たり消費額の上昇は主に、インバウ

ンドの急増を受けた「宿泊費」の高騰

がその原因との指摘もあることも、考

察対象としなかった要因である。
７　�『平成25年度八重瀬町観光振興基本計

画』（八重瀬町役場企画財政課）や「観

光客1000万人時代のインフラ整備」（内

閣府総合事務局）、そして「沖縄観光推

進ロードマップについて」（沖縄観光未

来を考える会勉強会資料）等の例があ

る。
８　�沖縄県を対象としたものに琉球銀行

（2009）がある。
９　�たとえば、都市観光を対象に「個性的

都市性（地域の華やかさや個性）」や

「時代性（歴史的かモダンか）」、そして

「実質性（物的魅力か精神的充足か）」

といった３つの魅力主成分で国内の主

要都市観光地の分類、分析した吉村

（2005）などの例がある。
10　�たとえば、トレンドや発地国の GDP

（国内総生産）、実質為替レート、ビザ

取得の煩わしさなどで2015年の訪日外

国人需要の決定要因を分解、分析した

みずほ総合研究所（2016）などの例が

ある。
11　�たとえば台湾の観光の CO2排出量が主

に、観光客の消費からもたらされたも

のなのか、あるいは CO2の排出は技術

（効率）の改善によって減らすことがで

きるのかなどを分析した、Sun（2016）

の例がある。
12　�「寄与度」は「観光収入」の増加率に占

める、「観光客数増加率」と「消費単価
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増加率」の大きさで、「寄与率」は、そ

れら増加率の構成比を表す。詳しくは

竹田（2001）など参照。
13　�この背景に、「宿泊費」高騰がある可能

性については注６参照。

【本論文は所定の査読制度による審査を経たものである。】


